
７－１ 通所リハビリテーション（病院又は介護老人保健施設、介護医療院） 
 
 
 
 
 

申請者要件 病院又は介護老人保健施設、介護医療院の開設者 

人員基準 区分 職種・資格等 員数 

従業者 ・ 医師 ・ 専任の常勤医師が１人以上 
 

介護老人保健施設又は介護医療院の開設
許可があったときは、当該施設の医師の配

置基準を満たすことをもって、当該事業所
の医師の配置基準を満たしているものと
みなすことができる。 

・ 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、
看護師、准看護師又は介護職員 

・ 単位ごとに提供時間帯を通じて
専従で、利用者数が１０人以下は
１人、１０人を超える場合は利用
者数を１０で除した数以上 

・ 上記のうち専従の理学療法士、作
業療法士又は言語聴覚士が、利用
者数１００人又はその端数を増
すごとに１人以上 

・ その他 ・ 同時に、一体的に提供されるものを１単位とする。 
・ 従業者１人が１日に行うことができる単位は、２単位ま
でとする。ただし、１時間から２時間までの通所リハビ
リテーションは０．５単位として扱う。 

通所リハビリテーションと介護予防通所リハビリテーションについて、指定を併せて
受け、同一の事業所で一体的に運営されている場合、通所リハビリテーションの人員
に関する基準を満たすことをもって、介護予防通所リハビリテーションの基準を満た
しているものとみなすことができる。 

設備基準 ・ 通所リハビリテーションを行うのにふさわしい
専用の部屋等 

・ 面積が、利用定員×３㎡以上（介
護老人保健施設、介護医療院の場
合は、通所リハビリテーションの
利用者用に確保された食堂の面
積を加える。） 

・ 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備並びに通所リハビリテーションを行
うために必要な専用の機械及び器具 

通所リハビリテーションと介護予防通所リハビリテーションについて、指定を併せて
受け、同一の事業所で一体的に運営されている場合、通所リハビリテーションの設備
に関する基準を満たすことをもって、介護予防通所リハビリテーションの基準を満た
しているものとみなすことができる。 

運営基準 項目 国省令 
（条文） 

県条例 
（条文） 

県規則 
（条文） 

・内容及び手続の説明及び同意 

・提供拒否の禁止 

・サービス提供困難時の対応 

・受給資格等の確認 

・要介護認定等の申請に係る援助 

・心身の状況等の把握 

・居宅介護支援事業者等との連携 

・法定代理受領サービスの提供を受けるための援助 

・居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 

・居宅サービス計画等の変更の援助 

・サービスの提供の記録 

・利用料等の受領 

・保険給付の請求のための証明書の交付 

・指定通所リハビリテーションの基本取扱方針 

８（準） 

９（準） 

１０（準） 

１１（準） 

１２（準） 

１３（準） 

６４（準） 

１５（準） 

１６（準） 

１７（準） 

１９（準） 

９６（準） 

２１（準） 

１１３ 

  ８（準） 

  ９（準） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ９１（準） 

 

１２６ 

  ４（準） 

 

 １０（準） 

 １１（準） 

 １２（準） 

 １３（準） 

 ４６（準） 

 １５（準） 

 １６（準） 

 １７（準） 

 １９（準） 

 ６２（準） 

 ２０（準） 

 

通所リハビリテーション事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限
りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機
能の維持又は向上を目指し、理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行うこと
により、利用者の心身の機能の維持回復を図るものでなければならない。 

 



・指定通所リハビリテーションの具体的取扱方針 

・通所リハビリテーション計画の作成 

・利用者に関する市町村への通知 

・緊急時等の対応 

・管理者等の責務 

・運営規程 

・勤務体制の確保等 

・業務継続計画の策定等 

・定員の遵守 

・非常災害対策 

・衛生管理等 

・掲示 

・秘密保持等 

・居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 

・苦情処理 

・地域との連携等 

・事故発生時の対応 

・虐待の防止 

・会計の区分 

・記録の整備 

１１４ 

１１５ 

２６（準） 

２７（準） 

１１６ 

１１７ 

１０１（準） 

３０の２（準） 

１０２（準） 

１０３（準） 

１１８ 

３２（準） 

３３（準） 

３５（準） 

３６（準） 

３６の２（準） 

３７（準） 

３７の２（準） 

３８（準） 

１１８の２ 

１２７ 

１２８ 

 １５（準） 

 １６（準） 

１２９ 

１３０ 

 

１９の２（準） 

９６（準） 

 ９７（準） 

１３１ 

 

 ２１（準） 

 ２２（準） 

 ２３（準） 

 

 ２４（準） 

２４の２（準） 

 

１３２ 

 

 

 

 

 

 ８４ 

 ６６（準） 

 

 

 

８４の２ 

２３（準） 

 

 

 

 ２５（準） 

 

 

 ２６（準） 

８５ 



７－２ 通所リハビリテーション（診療所） 
 
 
 
 
 
 

申請者要件 診療所の開設者 

人員基準 区分 職種・資格等 員数 

従業者 ・ 医師 ・ 利用者数が同時に１０人を超える
場合は、専任の常勤医師が１人以上 

・ 利用者数が同時に１０人以下の場
合は専任の医師が１人以上、利用者
数は専任の医師１人に対し１日４
８人以内 

・ 理学療法士、作業療法士、言語聴覚
士、看護師、准看護師又は介護職員 

・ 単位ごとに提供時間帯を通じて利
用者数が１０人以下は１人、１０人
を超える場合は利用者数を１０で
除した数以上 

・ 上記のうち理学療法士、作業療法
士、言語聴覚士又は経験看護師が常
勤換算方法で０．１人以上 

（経験看護師：通所リハビリテーシ
ョン〔これに類するサービス〕に１
年以上従事した経験を有する看護
師） 

・ その他 ・ 同時に、一体的に提供されるものを１単位とする。 
・ 従業者１人が１日に行うことができる単位は、２単位まで
とする。ただし、１時間から２時間までの通所リハビリテ
ーションは０．５単位として扱う。 

通所リハビリテーションと介護予防通所リハビリテーションについて、指定を併せて
受け、同一の事業所で一体的に運営されている場合、通所リハビリテーションの人員
に関する基準を満たすことをもって、介護予防通所リハビリテーションの基準を満た
しているものとみなすことができる。 

設備基準 ・ 通所リハビリテーションを行うのにふさわし
い専用の部屋等 

・ 面積が、利用定員×３㎡以上（介護
老人保健施設、介護医療院の場合
は、通所リハビリテーションの利用
者用に確保された食堂の面積を加
える。） 

・ 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備並びに通所リハビリテーションを行
うために必要な専用の機械及び器具 

通所リハビリテーションと介護予防通所リハビリテーションについて、指定を併せて
受け、同一の事業所で一体的に運営されている場合、通所リハビリテーションの設備
に関する基準を満たすことをもって、介護予防通所リハビリテーションの基準を満た
しているものとみなすことができる。 

運営基準 項目 国省令 
（条文） 

県条例 
（条文） 

県規則 
（条文） 

・内容及び手続の説明及び同意 

・提供拒否の禁止 

・サービス提供困難時の対応 

・受給資格等の確認 

・要介護認定等の申請に係る援助 

・心身の状況等の把握 

・居宅介護支援事業者等との連携 

・法定代理受領サービスの提供を受けるための援助 

・居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 

・居宅サービス計画等の変更の援助 

・サービスの提供の記録 

８（準） 

９（準） 

１０（準） 

１１（準） 

１２（準） 

１３（準） 

６４（準） 

１５（準） 

１６（準） 

１７（準） 

１９（準） 

  ８（準） 

  ９（準） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ４（準） 

 

 １０（準） 

 １１（準） 

 １２（準） 

 １３（準） 

 ４６（準） 

 １５（準） 

 １６（準） 

 １７（準） 

 １９（準） 

通所リハビリテーション事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な
限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生
活機能の維持又は向上を目指し、理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行
うことにより、利用者の心身の機能の維持回復を図るものでなければならない。 



・利用料等の受領 

・保険給付の請求のための証明書の交付 

・指定通所リハビリテーションの基本取扱方針 

・指定通所リハビリテーションの具体的取扱方針 

・通所リハビリテーション計画の作成 

・利用者に関する市町村への通知 

・緊急時等の対応 

・管理者等の責務 

・運営規程 

・勤務体制の確保等 

・業務継続計画の策定等 

・定員の遵守 

・非常災害対策 

・衛生管理等 

・掲示 

・秘密保持等 

・居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 

・苦情処理 

・地域との連携等 

・事故発生時の対応 

・虐待の防止 

・会計の区分 

・記録の整備 

９６（準） 

２１（準） 

１１３ 

１１４ 

１１５ 

２６（準） 

２７（準） 

１１６ 

１１７ 

１０１（準） 

３０の２（準） 

１０２（準） 

１０３（準） 

１１８ 

３２（準） 

３３（準） 

３５（準） 

３６（準） 

３６の２（準） 

３７（準） 

３７の２（準） 

３８（準） 

１１８の２ 

 ９１（準） 

 

１２６ 

１２７ 

１２８ 

 １５（準） 

 １６（準） 

１２９ 

１３０ 

 

１９の２（準） 

 ９６（準） 

 ９７（準） 

１３１ 

 

 ２１（準） 

 ２２（準） 

 ２３（準） 

 

 ２４（準） 

２４の２（準） 

 

１３２ 

 ６２（準） 

 ２０（準） 

 

 

 

 

 

 

 ８４ 

 ６６（準） 

 

 

 

８４の２ 

 ２３（準） 

 

 

 

 ２５（準） 

 

  

２６（準） 

８５ 

 


